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公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドラインの改正について 

 

現     行 改  正  案 

公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関する 

ガイドライン 

 

前書き 

 

本ガイドラインは、公共施設等運営権（以下「運営権」という。）及び

公共施設等運営事業（以下「運営事業」という。）について解説するもの

である。国がＰＦＩ事業を実施する場合、民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「Ｐ

ＦＩ法」という。）及び法に基づく下位法令等（下記参照。以下「ＰＦＩ

法令」という。）にのっとった上で、本ガイドラインに沿ってＰＦＩ事業

を実施することが望ましい。また、本ガイドラインは、国以外の者が実施

するＰＦＩ事業においても参考となり得るものである。 

（以下、略） 

 

※ 法に基づく下位法令等として、以下のものが挙げられる。 

【政令】・【内閣府令】 略 

【その他】 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関す

る基本方針（平成２４年３月２４日閣議決定） 

 

公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関する 

ガイドライン 

 

前書き  

 

本ガイドラインは、公共施設等運営権（以下「運営権」という。）及び

公共施設等運営事業（以下「運営事業」という。）について解説するもの

である。国がＰＦＩ事業を実施する場合、民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「Ｐ

ＦＩ法」という。）及び法に基づく下位法令等（下記参照。以下「ＰＦＩ

法令」という。）にのっとった上で、本ガイドラインに沿ってＰＦＩ事業

を実施することが望ましい。また、本ガイドラインは、国以外の者が実施

するＰＦＩ事業においても参考となり得るものである。 

（以下、略） 

 

※ 法に基づく下位法令等として、以下のものが挙げられる。 

【政令】・【内閣府令】 略 

【その他】 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関す

る基本方針（平成２５年９月  日閣議決定） 

 

資料２－７ 
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１ 運営権制度について 略 

 

 

２ 実施方針 

（１）実施方針 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）運営事業の場合、実施方針に追加して記載する事項について

は、以下のものが挙げられる。 

①～③ 略 

④ ＰＦＩ法第10条の7に規定する費用又はそれ以外の金銭の

負担を実施契約に基づき運営権者に求める場合にはその旨。

また、あらかじめ負担額を定める場合にあっては、負担を求

める旨及びその金額。負担額については、民間事業者による

提案や、管理者等と選定事業者との協議により決定されるこ

とが想定されることから、必ずしも実施方針に明記する必要

はない。なお、例えば、実施方針に民間事業者の金銭の負担

に係る評価の考え方等を記載することも考えられる。 

⑤～⑩ 略 

（２）・（３）略 

（２）実施方針策定時に配慮すべき事項 略 

 

 

３ 民間事業者の選定 

１ 運営権制度について 略 

 

 

２ 実施方針 

（１）実施方針 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）運営事業の場合、実施方針に追加して記載する事項について

は、以下のものが挙げられる。 

①～③ 略 

④ ＰＦＩ法第 20 条に規定する費用又はそれ以外の金銭の負

担を実施契約に基づき運営権者に求める場合にはその旨。ま

た、あらかじめ負担額を定める場合にあっては、負担を求め

る旨及びその金額。負担額については、民間事業者による提

案や、管理者等と選定事業者との協議により決定されること

が想定されることから、必ずしも実施方針に明記する必要は

ない。なお、例えば、実施方針に民間事業者の金銭の負担に

係る評価の考え方等を記載することも考えられる。 

⑤～⑩ 略 

（２）・（３）略 

（２）実施方針策定時に配慮すべき事項 略 

 

 

３ 民間事業者の選定 
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（１）選定手法 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）・（２） 略 

（３）競争性のある随意契約を採用する必要が認められない場合、

総合評価一般競争入札による事業者選定を行う。この場合にお

いては、ＰＦＩ法第 7条の３の規定に基づく技術提案制度の活

用が可能である。 

（４） 略 

（２）～（４） 略 

 

  

４ リスク分担 略 

 

  

５ 利用料金 

（１）利用料金 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１） 略 

（２）個別法に料金に関する規定がある場合は、当該規定に従い所

定の手続を行い、併せてＰＦＩ法第 10 条の 10 第 2 項に基づく届

出を行う（ただし、当該個別法に特段の規定がある場合を除く。）。

（３）その他の場合においては、管理者等はＰＦＩ法第 10 条の 4

（１）選定手法 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）・（２） 略 

（３）競争性のある随意契約を採用する必要が認められない場合、

総合評価一般競争入札による事業者選定を行う。この場合にお

いては、ＰＦＩ法第 10 条の規定に基づく技術提案制度の活用が

可能である。 

（４） 略 

（２）～（４） 略 

 

 

４ リスク分担 略 

 

 

５ 利用料金 

（１）利用料金 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１） 略 

（２）個別法に料金に関する規定がある場合は、当該規定に従い所

定の手続を行い、併せてＰＦＩ法第 23 条第 2項に基づく届出を

行う（ただし、当該個別法に特段の規定がある場合を除く。）。 

（３）その他の場合においては、管理者等はＰＦＩ法第 17 条第 6
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第 6号及び基本方針四１（１）（ハ）の規定に基づき、実施方針

等に料金に関し必要な事項（利用料金の上限、幅、変更方法等）

を定める。運営権者はこれを踏まえ、届出を行う。 

（４）利用料金を改定する場合は、実施方針に従い、ＰＦＩ法第 10

条の 10 第 2 項に基づく届出を行う。この場合において、個別法

に料金に関する規定がある場合は、運営権者は当該規定に従い所

定の手続きを行った上で料金を決定する必要がある。 

 

  

６ 土地等の賃貸借 略 

 

  

７ 運営権対価 

（１）運営権対価の性質、算出用法等 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

２－１．運営権対価とは 

（１）・（２） 略 

（３）ＰＦＩ法第 10 条の７の規定等により費用を徴収する場合に、Ｐ

ＦＩ法施行規則第 5条第 1号の規定等に基づき、あらかじめ実施契

約において管理者等・運営権者間で定めた金額である。 

（４）管理者等による運営権者からの費用の徴収は、ＰＦＩ法第 10 条

の７に規定する公共施設等の整備等に要した費用に限定されるもの

ではない。 

号及び基本方針四１（１）（ハ）の規定に基づき、実施方針等に

料金に関し必要な事項（利用料金の上限、幅、変更方法等）を定

める。運営権者はこれを踏まえ、届出を行う。 

（４）利用料金を改定する場合は、実施方針に従い、ＰＦＩ法第 23

条第 2項に基づく届出を行う。この場合において、個別法に料金

に関する規定がある場合は、運営権者は当該規定に従い所定の手

続きを行った上で料金を決定する必要がある。 

 

 

６ 土地等の賃貸借 略 

 

 

７ 運営権対価 

（１）運営権対価の性質、算出用法等 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

２－１．運営権対価とは 

（１）・（２） 略 

（３）ＰＦＩ法第 20 条の規定等により費用を徴収する場合に、ＰＦＩ

法施行規則第 5条第 1号の規定等に基づき、あらかじめ実施契約に

おいて管理者等・運営権者間で定めた金額である。 

（４）管理者等による運営権者からの費用の徴収は、ＰＦＩ法第 20 条

に規定する公共施設等の整備等に要した費用に限定されるものでは

ない。 
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（５）～（８） 略 

２－２．運営権対価の算出方法 略 

２－３．運営権対価の予定価格等の算出方法 略 

２－４．ＰＦＩ法第 10 条の７に規定する費用以外の金銭の負担に係る

実施方針及び実施契約への規定並びにその公表 

（１）ＰＦＩ法第 10 条の７に規定する費用以外の金銭の負担を、実施

契約に基づき運営権者に対して求める場合は、同条の規定により費

用を徴収する場合と同様に、実施方針及び実施契約に規定し、その

内容を公表する。 

（２）・（３） 略 

 

  

８ ＶＦＭの評価 略 

 

  

９ 設定 

（１）設定手続等 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）管理者等は、運営権を設定するときは、選定事業者に対し、設

定書を交付する。設定書には、ＰＦＩ法第 10 条の 6に基づき、

公共施設等の名称、立地、規模及び配置、運営等の内容並びに

運営権の存続期間を記載する。 

（２）～（４） 略 

（５）～（８） 略 

２－２．運営権対価の算出方法 略 

２－３．運営権対価の予定価格等の算出方法 略 

２－４．ＰＦＩ法第 20 条に規定する費用以外の金銭の負担に係る実施

方針及び実施契約への規定並びにその公表 

（１）ＰＦＩ法第 20 条に規定する費用以外の金銭の負担を、実施契約

に基づき運営権者に対して求める場合は、同条の規定により費用を

徴収する場合と同様に、実施方針及び実施契約に規定し、その内容

を公表する。 

（２）・（３） 略 

 

 

８ ＶＦＭの評価 略 

 

 

９ 設定 

（１）設定手続等 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）管理者等は、運営権を設定するときは、選定事業者に対し、設

定書を交付する。設定書には、ＰＦＩ法第 19 条に基づき、公共

施設等の名称、立地、規模及び配置、運営等の内容並びに運営

権の存続期間を記載する。 

（２）～（４） 略 
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（５）一の運営事業が実施される公共施設ごとに運営権が設定される

ことが原則と考えられるが、運営事業の内容によっては、公共

施設等のうちの一部の運営や複数の公共施設等の運営などの形

態も想定されることから、管理者等の判断により、公共施設等

の一部や複数の公共施設等を運営権設定の単位とすることも考

えられる。この場合において、運営権はみなし物権であること

から、以下の点について留意が必要である。 

① 運営権は分割・併合ができないこと（ＰＦＩ法第 10 条の

13 第 1 項）から、設定時の判断が重要であること。 

②・③ 略 

（６） 略 

（２）指定管理者との関係 略 

 

  

１０ モニタリング 

（１）モニタリング 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）運営事業は公共施設等の運営を行うものであり、当該施設を

維持管理することが重要であることから、ＰＦＩ法第 10 条の 15

の規定に基づき、管理者等は、必要に応じ、業務・経理の状況に

ついて報告を求め、実地の調査、必要な指示（改善命令）を行う

ことにより、運営事業の適正を期すこと。 

（２）・（３） 略 

（５）一の運営事業が実施される公共施設ごとに運営権が設定される

ことが原則と考えられるが、運営事業の内容によっては、公共

施設等のうちの一部の運営や複数の公共施設等の運営などの形

態も想定されることから、管理者等の判断により、公共施設等

の一部や複数の公共施設等を運営権設定の単位とすることも考

えられる。この場合において、運営権はみなし物権であること

から、以下の点について留意が必要である。 

① 運営権は分割・併合ができないこと（ＰＦＩ法第 26 条第 1

項）から、設定時の判断が重要であること。 

②・③ 略 

（６） 略 

（２）指定管理者との関係 略 

 

 

１０ モニタリング 

（１）モニタリング 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）運営事業は公共施設等の運営を行うものであり、当該施設を

維持管理することが重要であることから、ＰＦＩ法第 28 条の規

定に基づき、管理者等は、必要に応じ、業務・経理の状況につい

て報告を求め、実地の調査、必要な指示（改善命令）を行うこと

により、運営事業の適正を期すこと。 

（２）・（３） 略 
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１１～１３ 略 

  

１４ 運営権の取消し等 

（１）留意事項、契約解除との関係 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１） 略 

（２）実施契約解除の原因、運営権者の同意の有無等により、運営

権の消滅事由は以下のとおり整理される。 

  運営権の消滅事由 補償 

公

共

帰

責

運営権放棄（運営権者の同意が必

要） 

(第 10条の13第 5項及び第6項)

実施契約上のリスク

分担 

運営権の取消し 

(第 10 条の 16 第 1 項第 2号) 

第 10 条の 17 に基づ

く補償 

運

営

権

者

帰

責

運営権放棄（運営権者の同意が必

要） 

(第 10条の13第 5項及び第6項)

実施契約上のリスク

分担 

運営権の取消し 

(第 10 条の 16 第 1 項第 1号) 

実施契約上のリスク

分担 

不 公共施設等が完全に滅失した場 実施契約上のリスク

 

 

１１～１３ 略 

 

１４ 運営権の取消し等 

（１）留意事項、契約解除との関係 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１） 略 

（２）実施契約解除の原因、運営権者の同意の有無等により、運営

権の消滅事由は以下のとおり整理される。 

  運営権の消滅事由 補償 

公

共

帰

責 

運営権放棄（運営権者の同意が必

要） 

(第 26 条第 5項及び第 6項) 

実施契約上のリスク

分担 

運営権の取消し 

(第 29 条第 1項第 2号) 

第 30 条に基づく補

償 

運

営

権

者

帰

責 

運営権放棄（運営権者の同意が必

要） 

(第 26 条第 5項及び第 6項) 

実施契約上のリスク

分担 

運営権の取消し 

(第 29 条第 1項第 1号) 

実施契約上のリスク

分担 

不 公共施設等が完全に滅失した場 実施契約上のリスク
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可

抗

力

(天

災

等)

合、 

自動的に消滅 

(第 10 条の 16 第 4 項) 

分担 

・運営権の取消し 

(第 10 条の 16 第 1 項第 2号) 

第 10 条の 17 に基づ

く補償 

・運営権放棄（運営権者の同意が

必要） 

(第 10条の13第 5項及び第6項)

実施契約上のリスク

分担 

（３）～（５） 略 

（２）施工中運営権設定前の契約解除 略 

（３）補償に関する留意事項 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）ＰＦＩ法第 10 条の 17 第 1 項の規定は、通常生ずべき損失（以

下「通損」という。）の補償義務を管理者等に課すものであり、

算出方法については言及していないが、公共用地補償基準の考え

方に従い補償することになると見込まれる。 

（２）・（３） 略 

（４）管理者等は、公益上の必要による運営権の取消しに伴う通損

の補償方法について、あらかじめ実施契約において規定すること

ができる。 

（５）ＰＦＩ法第 10 条の 17 第 1 項の規定は、同法第 10 条の 16 第

1 項第 2号に規定する場合における同法第 10条の 17 第 1項に規

定する補償以外のリスク分担について実施契約に定めることを

可

抗

力 

(天

災

等) 

合、 

自動的に消滅 

(第 29 条第 4項) 

分担 

・運営権の取消し 

(第 29 条第 1項第 2号) 

第 30 条に基づく補

償 

・運営権放棄（運営権者の同意が

必要） 

(第 26 条第 5項及び第 6項) 

実施契約上のリスク

分担 

（３）～（５） 略 

（２）施工中運営権設定前の契約解除 略 

（３）補償に関する留意事項 

１．ポイント 略 

２．留意事項 

（１）ＰＦＩ法第 30 第 1 項の規定は、通常生ずべき損失（以下「通

損」という。）の補償義務を管理者等に課すものであり、算出方

法については言及していないが、公共用地補償基準の考え方に従

い補償することになると見込まれる。 

（２）・（３） 略 

（４）管理者等は、公益上の必要による運営権の取消しに伴う通損

の補償方法について、あらかじめ実施契約において規定すること

ができる。 

（５）ＰＦＩ法第 30 条第 1項の規定は、同法第 29 第 1 項第 2号に

規定する場合における同法第 20 条第 1項に規定する補償以外の

リスク分担について実施契約に定めることを制約するものでは



‐9‐ 

 

制約するものではない。 

（６） 略 

公共用地の取得に伴う損失補償 略 

 

  

１５ 運営事業の終了 略 

 

ない。 

（６） 略 

公共用地の取得に伴う損失補償 略 

 

 

１５ 運営事業の終了 略 

 

 

 附 則 

 本ガイドラインは、平成 25 年９月  日から施行する。 


